
 
 
  

＜許可の法令＞許可申請箇所が宅造区域であ

れば、法第 12 条第 1 項、特盛区域であれば、

法第 30 条第 1 項 

＜申請者＞法人であるときは、氏名は当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入（押印不要） 

＜工事主住所氏名＞法人であるときは、工事

主住所氏名のほか、当該法人の役員住所氏

名を記入 

＜設計者住所氏名＞資格を有する者の設

計によらなければならない工事を含むとき

は、氏名の横に〇印 

＜工事施工者住所氏名＞未定の場合

は、後で決まってから着手届にて届出 

＜代表地点の緯度経度＞世界測地系に

従って測量し、秒まで記入 

＜着手前・完了後の⼟地利⽤＞宅地、

農地等又は公共施設⽤地のうち該当する

もの及び建築物等の建築の有無等の具体

的な内容を記入 

＜盛⼟のタイプ＞該当するものを囲む 

＜⼟地の地形＞渓流等への該当の有無のいずれかを囲む。 

・渓流等とは、山間部における河川の流⽔が継続して存する⼟地その他の宅地造成又は特定盛⼟等に伴い災害が生ず

るおそれが特に大きいもの。 

・具体的には、地形図等を⽤いて判読された渓床勾配 10 度以上の一連の谷地形であり、その底部の中心線からの距

離が 25m 以内の範囲 

＜高さ＞盛⼟、切⼟又は切盛同時に⾏う場

合に該当する最大高さを小数点以下第二

位まで記入 

＜面積＞実際に盛⼟、切⼟を⾏う⼟地の面

積を小数点以下第二位まで記入 

＜盛⼟・切⼟⼟量＞小数点以下第一位ま

で記入 

許可申請書記⼊例 

＜擁壁・崖面崩壊防止施設・排⽔施設＞

種類が多い場合は別紙に記載 



 
 
  

＜その他必要な事項＞他法令による許認可

等を要する場合においてのみ、その許認可等

の手続きの状況を記入 

＜工程の概要＞工種が多い場合は、工程

表作成 



 
  

＜科目＞各科目の具体的内容や、記載のない

科目を記入してください。 

例 ○○銀⾏からの借り入れ 

   ⼟地（具体的な所在地）の売却収入 

＜⾦額＞左の各科目に対応する⾦額を記入し

てください。（単位̲千円） 

＜収入＞⾃⼰資⾦や借入⾦は、その事実を証

明する書類を添付してください。 

・預⾦残高証明書 

・工事主の資⾦借入又は融資証明書 

※証明書の発⾏⽇付は申請⽇より３か⽉以内 

※資⾦借入又は融資証明書には、申請に係る

ための融資等であることを明記してください。 

複数年度にまたがって事業を⾏う予定のときは、

年度ごとの資⾦計画を記入してください。 

単年度のみの場合も記入をお願いします。 

様式五（資⾦計画書̲⼟⽯の堆積に関する工

事）も様式三の記入例と同様です。 



 
 
  

＜許可の法令＞許可申請箇所が宅造区域であ

れば、法第 12 条第 1 項、特盛区域であれば、

法第 30 条第 1 項 

＜申請者＞法人であるときは、氏名は当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入（押印不要） 

＜工事主住所氏名＞法人であるときは、工

事主住所氏名のほか、当該法人の役員住所

氏名を記入 

＜設計者住所氏名＞資格を有する者の設

計によらなければならない工事を含むときは、

氏名の横に〇印 

＜工事施工者住所氏名＞未定の場合は、

後で決まってから着手届にて届出 

＜代表地点の緯度経度＞世界測地系に従

って測量し、秒まで記入 

＜高さ＞盛⼟、切⼟又は切盛同時に⾏う場

合に該当する最大高さを小数点以下第二

位まで記入 

＜面積＞実際に⼟⽯の堆積を⾏う⼟地の面

積を小数点以下第二位まで記入 

＜最大堆積⼟量＞小数点以下第一位ま

で記入 

＜最大勾配＞分数表記で記入、1/10 を

超える場合、ホの措置が必要 



 
 

＜その他必要な事項＞他法令による許

認可等を要する場合においてのみ、その

許認可等の手続きの状況を記入 

＜工程の概要＞工種が多い場合は、工

程表作成 

＜工事完了予定年⽉⽇＞未定の場合

は「除却完了まで」と記載 



 
  

＜申請者＞法人であるときは、氏名は当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入（押印不要） 

＜個人の場合＞ 

下記内容に記入をしてください。その他書類は記

入不要です。 

・工事管理者の住所氏名 

・前年度納税額（所得税） 

※所得税の納税証明書の添付が必要です。 

 

＜法人の場合＞ 

商業登記を参照して、全ての項目について記入し

てください。 

※役員について、取締役は全員記入してくださ

い。 

※法人税、法人事業税の納税証明書の添付が

必要です。 



 
  

＜申請者＞法人であるときは、氏名は当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入（押印不要） 

＜個人の場合＞ 

下記内容に記入をしてください。その他書類は記

入不要です。 

・工事施工者の住所氏名 

・前年度納税額（所得税） 

※所得税の納税証明書の添付が必要です。 

 

＜法人の場合＞ 

商業登記を参照して、全ての項目について記入し

てください。 

※本工事に係る技術者全員記入してください。 

※法人税、法人事業税の納税証明書の添付が

必要です。 



 
  

＜申請者＞法人であるときは、氏名は当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入（押印不要） 

＜施⾏令＞該当する号にチェックを入れてください 

１号︓大学の⼟⽊・建築課程を卒業後、２年

以上の実務経験を有する者 

２号︓短期大学（３年制）の⼟⽊・建築課程

を卒業後、３年以上の実務経験を有する者 

３号︓短期大学、高等専門学校、旧制専門学

校の⼟⽊・建築課程を卒業後、４年以上の実

務経験を有する者 

４号︓高等学校、旧制中学校の⼟⽊・建築課

程を卒業後、７年以上の実務経験を有する者 

５号︓下記に該当する場合 

・⼟⽊・建築の技術に関し、10 年以上の実務経

験を有する者で国交交通大⾂の認定する講習を

修了した者 

・大学院等で⼟⽊・建築関係を１年以上専攻し

た後、１年以上の実務経験を有する者 

・技術⼠資格（建設部門、農業部門―農業農

村工学、⽔産部門―⽔産⼟⽊、林業部門―森

林⼟⽊、農業部門―農業⼟⽊のうちいずれか）

を有する者 

・一級建築⼠の資格を有する者 

 

※該当する号により、卒業証明書、実務経験証

明書、資格証明書の添付をお願いします。 

下記工事に該当する場合、本様式が必要です。 

○高さが５ｍを超える擁壁の設置 

○盛⼟又は切⼟をする⼟地の面積が 1,500m2

を超える⼟地における排⽔施設の設置 



 

  

＜申請者＞法人であるときは、氏名は当該法人

の名称及び代表者の氏名を記入（押印不要） 

＜所在地＞申請地すべての所在地を記入 

＜権利者の同意＞権利の対象物すべてに対す

る権利を有する者の同意を取得してください。複

数枚となっても構いません。 

※権利者の印鑑登録証明書又は印鑑証明書

の添付をお願いします。（同意年⽉⽇前後３か

⽉以内） 

※同意は、相続人すべて必要です。 

 相続関係を証明する書類を添付してください。 



 
  

申請者が法人の場合、記名押印でも構いません。 

その場合は、法人代表社印を押印してください。 



 

申請者が法人の場合、役員を全員記入してくださ

い。 

記入欄が⾜りない場合は、別に一覧表を作成くださ

い。 

申請者が法人の場合、記名押印でも構いません。 

その場合は、法人代表社印を押印してください。 


